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１　行政DXの推進
住民の利便性向上や業務の効率化に向けて、行政手続のオンライン化を推進するとともに、デジタルツールを活用し、各部局の業務課題の解決に取り組むなど、庁内における行政DXを推進した。
(1)　行政手続のオンライン化

スマートフォンやクレジット決済に対応した「大阪府行政オンラインシステム」などのデジタルツールを活用し、オンライン申請をさらに進めるため、手続所管部局のヒアリングを通じて、業務フローの見直し提案や申請画面の構築支援など、各部局の手続の移行を支援した。
・令和６年３月末時点：約3,000種類の手続き、約100万件の電子申請を受付

(2) 業務のデジタル化促進
各部局のデジタル化ニーズに応じた最適なツール（ローコードツール、RPAなど）を提案し、導入サポートを行った。

・　デジタルツールの活用事例集を作成・周知

・　ハンズオン研修の実施

・　個別業務の相談、助言、構築等
２　働き方改革の推進

関係部局と連携しながら、大阪府庁版「働き方改革」の各テーマの推進に取り組んだ。

〇　テレワークの推進

府職員の在宅勤務を推進するため、自宅の私物パソコンから庁内ネットワークに接続し、電子メールや各種業務システム等を利用できるテレワーク環境の運用を行った。

・令和６年３月末時点：システム登録者数（6,388人）
・１日あたり最大のべ利用者数（1,744人）※台風の影響によるもの
・平均利用人数 363人/日

 (平均：人/日、最大：人) 　 
	
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月
	年度

	平均
	348
	365
	423
	416
	474
	405
	387
	377
	308
	298
	281
	280
	363

	最大
	432
	467
	564
	519
	1744
	519
	474
	476
	409
	427
	352
	351
	561


○　モバイルワークの推進
職員の利便性向上を図り、意思決定の迅速化や住民サービスの向上等に資するため、令和３年度に2in1タブレット端末機を導入し、モバイルワークを推進した。

（機種、導入台数及び契約期間）

・導入機種、台数：Surface　350台

・契約期間　　　：令和３年８月１日から令和７年７月31日　まで（４年間）
また、スマートフォンやタブレットなど携帯端末から庁内メールやTeamsなどの機能が利用できる「モバイルワーク接続基盤」の運用を行った。
○　Teams及びウェブ会議の利用促進

ウェブ会議の実施や会議に出席する際の考え方等をまとめた「ウェブ会議ガイドライン」の周知をはじめ、Teams利活用に関する事例集の改定など、庁内に向けてTeams及びウェブ会議の利用促進を働きかけた。
○　音声認識技術（AI）を活用した議事録等作成支援

会議に係る事務負担の軽減を図るため、音声データから議事録を書き起こす「音声認識サービス」を利用した。
○　働き方改革・ITセミナーの開催

府庁版働き方改革の取組状況や先進的な民間企業の事例を紹介することにより、各部局の取組を推進することを目的として、働き方改革・ITセミナーを実施した。
・令和５年12月　セミナー開催（現地参加は71名、アーカイブ動画視聴は47名）

事例（「働く場所にとらわれない働き方」について）の講演　等

３　マイナンバー制度関係
マイナンバー制度は、複数の機関に存在する個人の情報を同一人の情報であるということの確認を行うための社会基盤。本制度に係る業務は、行政DX企画課が制度全般、行政DX推進課が庁内システムの整備、情報公開課が特定個人情報保護評価を主な分担として対応している。

(1)　 システム関係

地方公共団体ごとに整備している統合宛名システムについて、情報連携を行うためのデータ標準レイアウトの変更対応や業務システムの更新等に伴う連携テストなど、適宜運用保守を実施した。
中間サーバについては、地方公共団体情報システム機構のＡＳＰサービスを利用している。
基盤調整グループ
１　次期ICT基盤の整備
職員が必要なときに場所にとらわれずに働くことができるよう、セキュリティを保ちながらどこからでも安全に庁内ネットワークへアクセスできる端末機の導入など新たな環境構築に向け、次期ICT基盤の設計を実施した。
(1) 職員端末機等の調達
「場所にとらわれない職場環境とコミュニケーションの実現」をコンセプトに、新たな働き方の環境を実現するため、軽量で持ち運びしやすく、通信機能が内蔵された端末機の導入を行うとともに、通信機能は、物理的または論理的にインターネットに接続していないネットワーク接続を行うことで、悪意を持った第三者からの攻撃を防止でき（セキュリティ対策）、利用者数が限定されるため安定した通信できる回線を調達した（品質確保）。
併せて、職員端末機を持ち出せる状態になったことから、万が一紛失・盗難にあった場合、速やかに職員端末機を遠隔から初期化をできる機能を導入したことで、情報漏洩対策の強化に努めた。
(2) 次期ICT基盤事業の予算化
・新たなICT基盤環境に係る全体設計及び運用をはじめ、庁内ネットワークにおけるサイバーセキュリティ強化や出先機関への無線LAN環境の整備など（令和４年度から継続）
・持ち運びしやすい職員端末機本体及びリモート接続に要する回線（SIM）など
（令和５年度から継続）
・情報基盤（職員認証、電子メール、庁内ウェブページ、チームサイト、Ｍドライブ、所属用ファイルサーバ等）の運用を行うためのサーバ機器の賃貸借（令和７年度から）
２　情報基盤等の整備・運用管理
庁内の情報基盤等（職員認証、電子メールシステム、ファイルサーバ、コミュニケーションツール、ウイルス対策等）を整備し運用を行うとともに、職員の業務遂行時の利便性向上を行った。
　(1)　情報基盤機器等の整備・運用
以下の情報基盤を構成するサーバ機器等の整備・運用を行った。
	機器名
	概要

	情報基盤サーバ機器等
	職員が日々利用している情報基盤（職員認証、電子メール、庁内ウェブページ、所属用ファイルサーバ、職員用ファイルサーバ（Ｍドライブ）、リアルタイムコミュニケーションツール（Teams）、職員端末機運用環境等）を構成するためのサーバ等の機器及びソフトウェア。

	個人番号利用事務ネットワーク用情報基盤サーバ機器等
	個人番号利用事務ネットワークで利用する職員認証、端末機の運用管理、所属用ファイルサーバなどを構成するためのサーバ等の機器及びソフトウェア。

	大阪府ウイルス対策サーバ機器等
	職員端末機等のウイルス対策のため、ウイルスパターンファイルの配信や情報管理等を行うための機器及びソフトウェア。


　(2)　仮想端末用サーバ機器等の整備・運用 
セキュリティ強靭化の観点で実施している、いわゆる「ネットワークの３層分離（インターネット接続系、LGWAN接続系、個人番号利用事務系）」環境を踏まえ、通常の業務環境であるインターネット接続系から、他系統のネットワークに接続する仮想端末環境の整備・運用を行った。
	機器名
	概要

	LGWAN接続系仮想端末用サーバ機器等
	インターネット接続系にある職員端末においてLGWAN接続系の業務を行うための仮想端末（仮想デスクトップ基盤：VDI［Virtual Desktop Infrastructure］をいう。以下同じ。）を提供するためのサーバ機器及びソフトウェア。

	個人番号利用事務系仮想端末用サーバ機器等
	インターネット接続系にある職員端末において個人番号利用事務系の業務を行うための仮想端末及び税務情報ネットワークにある税端末においてインターネット接続系の業務を行うための仮想端末を提供するためのサーバ機器及びソフトウェア。一部の専用物理端末及び生体認証装置を含む。


３　庁内ネットワーク環境等の整備・運用
(1)　庁内ネットワーク接続機器等の整備・運用
庁内ネットワーク接続機器の整備・運用を行った。

	機器名
	概要

	大阪府庁内ネットワーク機器等
	データセンターや別館コンピュータ室に設置しており、庁内ネットワーク全体を構成する機器。ファイアウォール、帯域制御装置、監視装置、ログ管理サーバ等様々な機器が含まれる。

	大手前庁舎ネットワーク機器等
	本館、別館、新別館等に設置しているネットワーク機器。

	個人番号利用事務ネットワーク機器等の賃貸借
	個人番号利用事務ネットワークの構成に必要となる機器。


(2)　庁内ネットワーク監視
庁内ネットワークと接続するサーバ等機器の稼働状況やネットワーク機器の通信ログについて、監視業務を実施した。
	名称
	概要

	庁内ネットワーク監視業務
	庁内ネットワーク機器や各種サーバ機器等をネットワーク経由で監視し、障害発生を速やかに検知することにより、迅速な対応を図る。


(3)　出先機関、インターネット等の回線サービスの整備・運用
出先機関等への回線サービスの整備・運用を行った。

	名称
	概要


	大阪府咲洲庁舎に係る回線サービス
	咲洲庁舎とデータセンターを結ぶ回線サービス及び、咲洲庁舎内の無線LANサービスの提供。

	出先機関等に係る回線サービス
	100か所を超える出先機関と庁内ネットワークを結ぶ回線サービス及び回線サービスの利用に必要となるネットワーク機器。 

	東京事務所接続回線サービス
	東京事務所とデータセンターを結ぶ回線サービス。

	インターネット緊急用回線サービス
	インターネットの閲覧が遅いなどの場合に、障害切り分けのため、庁内ネットワークを介さず、インターネット接続するための回線サービス。

	特定サイト閲覧用インターネット回線サービス
	インターネット閲覧回線のひっ迫を避けるため、特定のサイト（研修の動画サイトなど）のみ迂回させるための回線サービス。

	セキュリティクラウドサービス
	市町村が個別に実施していたインターネット接続やセキュリティ対策を、都道府県ごとに集約化するとともに、監視機能を強化するため構築した大阪自治体情報セキュリティクラウドサービス。府も参加団体としてサービスを利用している。


４　共通プラットフォームの整備・運用
サーバ仮想化技術を活用して、所属毎に調達している情報システムのサーバ機器の統合稼働環境として共通プラットフォームを構築し、システムの運用経費削減や、一元的な管理による情報セキュリティの強化を図った。（平成29年度：設計や整備計画策定、平成30年度：サーバ機器等の調達・構築し、９月から運用開始）

令和５年度は前年度に引き続き、システム移行の支援を行った。

【運用予定期間】平成30年10月から令和７年９月
· 利用システム（令和５年度末現在：41システム）
	
	システム名

	1
	行政文書管理システム（情報公開システム、歴史的文書管理システム含む）

	2
	生活保護システム

	3
	介護保険事業者管理システム

	4
	大阪府公費負担医療給付システム（小慢・不妊・難病・特定疾患・先天・肝炎）

	5
	人事情報管理システム

	6
	恩給管理システム

	7
	統計情報総合システム

	8
	予算編成支援システム

	9
	決算統計支援システム

	10
	大阪府資金管理システム

	11
	大阪府公有財産台帳等管理システム

	12
	会議室予約システム

	13
	債権管理システム

	14
	共通コード管理システム

	15
	庁内ウェブページ更新システム

	16
	文書発送管理システム

	17
	障がい者手帳発行システム

	18
	栄養士管理システム

	19
	食品衛生統計システム

	20
	労働相談統計処理システム

	21
	農業農村整備事業標準積算システム

	22
	森林計画システム

	23
	大阪府迷子動物システム

	24
	ストック対策システム

	25
	学校納付金システム

	26
	産業保安業務情報システム

	27
	電子公報システム

	28
	RPA用ソフトウェアロボット

	29
	大阪府監察医事務所検案等データベース

	30
	大阪府環境行政指導業務支援情報システム

	31
	パソコン一斉シャットダウンシステム

	32
	府大・市大授業料等支援制度収入判定支援システム

	33
	（特別）児童扶養手当システム

	34
	新許認可統合システム【薬事・食品・環境】

	35
	医師情報データシステム

	36
	特別支援教育就学奨励費システム

	37
	児童相談ITナビシステム

	38
	母子・父子・寡婦福祉資金システム

	39
	大阪府貸金業登録管理システム

	40
	土木許認可システム

	41
	生徒管理システム


基盤管理グループ
１　職員端末機等の整備・運用
以下の職員端末機等の整備・運用を行った。
	種別
	調達年度・月
	台数

	職員端末機
	平成30年度12月（R4.12再リース）（★）
	5,177

	
	平成30年度12月＜LGWAN用＞（R4.12再リース）（★）
	50

	
	平成30年度３月（R5.3再リース）（★）
	1,943

	
	令和元年度３月（★）
	2,333

	
	令和２年度12月（個人番号利用事務）
	50

	
	令和２年度12月
	525

	
	令和３年度３月
	282

	
	令和４年度３月
	170

	
	令和５年度12月
	457

	
	令和５年度12月＜sim内蔵　13inch＞
	640

	
	令和５年度12月＜sim内蔵　16inch＞
	3740

	
	令和５年度12月＜2in1＞
	474

	
	令和５年度３月
	657

	
	令和５年度３月＜sim内蔵　13inch＞
	3121

	
	令和５年度３月＜sim内蔵　16inch＞
	321

	
	計（令和５年度末現在）
	10,437

	プリンタ
	令和元年度12月
	38

	
	令和２年度３月
	126

	
	令和４年度２月
	16

	
	計（令和５年度末現在）
	158


※職員端末機は原則４年、プリンタは５年リース。（★令和５年度は終了）
※台数は予算所属替えによるものを含む。
２　共通利用機器の管理運用等
(1) 　共通利用機器の管理
全庁共通で利用するシステム機器等の保守・運用管理を行った。
	機器名
	概要

	光学文字読取装置(OCR)
	職員採用試験等のマークシート回答を読み取り、電子化するなどして処理するための装置。

	OA研修室サーバ機器等
	職員研修センターOA研修室（咲洲）で使用する端末機を管理するサーバ機器やネットワーク機器、プロジェクター、研修運用支援ソフトウェアなど。


(2) 　データの遠隔地保管
情報基盤サーバにおける重要なデータの他、契約局、子ども家庭局、事業管理室が所管する情報システムのバックアップを磁気テープに格納し、定期的な集配により遠隔地に保管した。
３　業務システムの整備・運営
  (1)　業務システム等の運営
庁内ネットワーク内で全庁的に利用する業務システム等の運営を行った。
	名称
	概要

	大容量ファイル送受信サービス
	データサイズの大きな電子ファイルをインターネット上で安全に受け渡しするためのサービス。

	債権管理等事務の電算処理業務
	福祉部（障がい福祉室、高齢介護室、子ども家庭局の貸付金業務）等が作成した調定データを用いて、納入通知書等の作成及び収納があった場合に収入データを作成する電算処理業務。

	債権管理システムおよび住所・全銀マスタ検索システムの保守・運用支援業務
	債権管理システム及び住所・全銀マスタ検索システムの安定的な運用を行うための運用保守業務。

	「全国町・字ファイル」購入
	各所属で運用する情報システムにおいて、全国の住所情報を参照させるため、地方公共団体情報システム機構が作成する全国町・字ファイルを購入。


４　情報基盤等の施設運用管理

  (1)　データセンターの利用
24時間稼働を必要とする庁内ネットワーク機器や各情報システムを稼働環境確保のため、データセンターを利用した。
	名称
	概要

	サーバ機器等のハウジングサービス
	情報基盤サーバや庁内ネットワーク機器の他、各所属の所管する業務システム等を高いセキュリティと耐災害性を備えたデータセンターに預けることにより、情報システム等の安定稼働を図るための契約。

	データセンターオペレーション業務
	データセンターにおいて、サーバから遠隔地保管用の磁気テープの取り出しや受け渡し、各種サーバ機器のランプ状態の確認、障害発生時の再起動など軽微なオペレーション作業を委託するもの。

	データセンターと大阪府庁別館の回線サービス
	データセンターと大阪府庁別館を結ぶ回線サービス。これにより、データセンターに設置した情報基盤等のサーバを庁内ネットワークから利用する。


  (2)　別館２階コンピュータ室の管理
主として、庁内事務に使用する各情報システムに利用する機器を設置している別館２階コンピュータ室の管理を行った。
	名称
	概要

	電算機室自動扉保守業務
	コンピュータ室はセキュリティ確保のため、入退室管理装置により自動扉の開閉を制御している。自動扉を良好な状態に維持するため、定期的に点検を行う。

	空調機設備保守業務
	コンピュータ室にはサーバやネットワーク機器が多数設置されており、安定的な稼働には空調機による温度管理が重要となる。そのため、定期的な空調機設備の点検を行う。

	入退室管理装置等保守点検業務
	コンピュータ室に設置している入退室管理装置、監視カメラシステム、鍵管理システムの定期的な点検を行う。


